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事業場から見た健康診断のフローシート（一例） 
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健康診断の実施方法 

  ①一斉方式 

   ②”循環棚卸”方式 
 

 ①は、時期を決めて集中的に健康診断を実施する方法 

  

 ②は、誕生月、職場、職階などで受診者を区分けして、年間 

 を通じて行う方法 

   



健康診断の実施方法 

 現在でも一斉方式を採用している事業場が多数を占めていますが医師や、 

保健師・看護師の数を多くしない限り、受診者と話し合う時間が確保でき 

ないため「検査中心」になりやすい。 
 

 また、一斉方式の場合は、健診の実施時期が１年のうちの特定の時期に 

限定されるので、事業場の健康管理のための組織が実際に機能している時 

期が短く、事業者、中間管理職、労働者から、健康管理組織の存在意義が 

評価されにくい。 
 

 健康診断の効果を高めるには、 ”循環棚卸”方式を採用することが必 

要。 ただ、この方式は、少なくとも医師、保健師・看護師を含む健康管 

理の組織を事業場がもたないと機能しない。（大規模事業場向き） 

  

 中小事業場では、医師、保健師・看護師、栄養士、カウンセラーのチー 

ムをもっている健康診断サービス機関と契約をすることにより循環棚卸方
式にできます。 



一般健康診断とは１ 
• 法第66条第１項に規定 
  

 事業者は、労働者に対し、厚生労働省令で定めるとこ 
ろにより、医師による健康診断を行わなければならない。 
 

• 法第66条第５項に規定 
  

   労働者は、前各項の規定により事業者が行う健康診断を受けな 

 ければならない。 
  ただし、事業者の指定した医師又は歯科医師が行う健康診断を受 
 けることを希望しない場合において、他の医師又は歯科医師の行う 
 これらの規定による健康診断に相当する健康診断を受け、その結果 
 を証明する書面を事業者に提出したときは、この限りではない。 
 



一般健康診断２ 

• パート･アルバイトに対する健康診断 

 次の①～③までのいずれかで、１週間の所定労働時間が、同種の業務

に従事する通常の労働者の４分の３以上である時は、健康診断を実施す
る必要があります。 

 また、概ね２分の１以上である時には、実施することが望ましいとさ
れています。 
 

 ①雇用期間の定めのないもの 

 ②雇用期間の定めはあるが、契約期間の更新により１年*以上使用され
る予定の者 

 ③雇用期間の定めはあるが、契約の更新により１年*以上引き続き使用
されている者 

*特定業務については６月 
(短時間労働者の雇用管理の改善等に関する法律の一部を改正する法律の施行について  

平成19.10.1 基発第1001016号 職発第1001002号 能発第1001001号 雇児発第1001002号） 



一般健康診断とは３ 
（一般健康診断の種類） 

• 雇入時の健康診断（則第43条） 

 
• 定期健康診断（則第44条） 

 
• 特定業務従事者の健康診断（則第45条） 

 
• 海外派遣労働者の健康診断（則第45条の2） 

 
• 給食従事者の検便(則第47条) 

 
 

＊（則第○条：労働安全衛生法施行規則の条文のこと。以下同じ） 



雇入時の健康診断１ 

• 対   象   者： 常時使用する労働者を雇い入れるとき。 

• 目      的： 健康状態の把握（基礎資料）と配置部 

         署の医学的合理性の確保（適正配置） 

• 健 診 項 目：  定期健康診断の項目と同様ですが、 

         喀痰検査を除き全項目実施する必要あり。 
 

• 実 施 時 期 ： 雇入れ直前、直後の適切な時期 

          （遅くとも配属部署に配置する前に） 

• そ   の   他 ： 自ら健診を受診した後、三月を経過し 

                ない者を雇入れる場合で、結果を証明す 

                る書面を提出した場合は、受診した項目 

        についてのみ省略は可 



雇入時の健康診断２ 
 雇入れ時健康診断は、一般健康診断（喀痰検査除く）と同じ項目
ですが、検査項目の省略は認められません。 

 雇入れ時健康診断の検査項目 

①既往歴及び業務歴の調査 
②自覚症状及び他覚症状の有無の検査 
③身長、体重、腹囲、視力、聴力(千ヘルツ、四千ヘルツ） 
④胸部エックス線検査 
⑤血圧 
⑥貧血検査（血色素量、赤血球数） 
⑦肝機能検査（GOT、GPT、γｰGTP) 
⑧血中脂質検査（血清ﾄﾘｸﾞﾘｾﾗｲﾄﾞ､HDLｺﾚｽﾃﾛｰﾙ､LDLｺﾚｽﾃﾛｰﾙ） 
⑨血糖検査*１(ｸﾞﾙｺｰｽの量の検査) 
⑩尿検査（蛋白、糖） 
⑪心電図検査 
 

*１血糖検査については、ﾍﾓｸﾞﾛﾋﾞﾝA１ｃの検査によることも差し支えない。 



雇入時の健康診断３（注意点） 

• 「既往歴」については雇入れまでにかかった疾病を、経時的に
調査すること。 

 

• 「業務歴」については､雇入れの際までにおいて従事したこと
のある主要な業務についての経歴を調査すること。 

 

• 「自覚症状､他覚症状」の検査は当該労働者が予定されている
業務に応じて必要とする身体特性を把握するための感覚器､呼
吸器､消化器､神経系､皮膚及び運動機能の検査が含まれ､その検
査項目の選定は性別､年齢､既往歴､問視診等を通じての所見も
含めて医師の判断にゆだねられる。 

 （昭和47.9.18 基発601号の1通達） 



雇入時の健康診断４（注意点） 

• 「貧血検査」は 高齢期に増加する貧血や食行動の偏り等による貧血を 

 把握するために行う。 
 

• 「血中脂質検査」は動脈硬化の原因となる高脂血症を把握するため行
う。 

  また､「血清ﾄﾘｸﾞﾘｾﾗｲﾄﾞの量の検査」は､原則として空腹時に行うべ 

 きものであるが､食事摂取後に行われた場合にはその内容による検査結 

 果に変動を生ずることがあるので医師が影響を考慮して判断するもの 

 であること。 
 

• 「肝機能検査」は肝機能障害を早期に把握するために行う。 
 

• 「心電図検査」は不整脈､虚血性心疾患､高血圧に伴う心臓の異常を把
握するために行うもの。この場合の標準的な検査法は､安静時の標準12
誘導心電図を記録するものである。 

（平成元年8.22 基発第462号通達） 

 



雇入時の健康診断５（注意点） 

• 「血糖検査」は､糖尿病を早期に的確に把握するために行うもの。 

  また､血糖検査は､原則として空腹時に行われるべきものである 

 が､食事摂取後に行われた場合にはその内容により検査結果に変 

 動を生ずることがあるので､医師がその影響を考慮して検査結果 

 を評価するものである。 

   

  この場合､健康診断個人票の備考欄等に食事から検査までの経 

 過時間を記入する等適正に検査結果が評価できるような配慮をす 

 ることが望ましい。 

   

  なお､検査の結果､医師が必要と認める場合は､さらに同一検体 

 を利用して糖化ヘモグロビンA１Cを検査することが望ましいこと。   

 （平成10.6.24 基発396号通達） 



雇入時の健康診断６（注意点） 

• 「腹囲の検査」は､メタボリックシンドロームの診断基準に
基づき､立位､軽呼吸時､臍（へそ）レベルで測定を実施。
（平成20.1.21 基発0121001号通達） 

 

 



雇入時の健康診断７（注意点） 

  雇入時の健康診断（則
第43条）は､採用選考時の
健康診断について規定し
たものではない。 

（平成5.4.26 事務連絡） 

 

様式第５号（第５１条関係）（１） 

健 康 診 断 個 人 票 （ 雇 入 時 ） 

氏   
名 

  

生年月
日 

年   月   日 健  診   年  月  日 年   月   日 

性  
別 

男   ・  女 年      齢 歳 

業 務 歴   
血               圧（m mＨｇ）   

貧  血  検  査 
血    色    素    量（ｇ／ｄｌ）   

既 往 歴   

赤   血   球   数（万／mm 3）   

肝 機 能 検 査 

Ｇ    Ｏ    Ｔ（ＩＵ／ｌ
） 

  

Ｇ    Ｐ    Ｔ（ＩＵ／ｌ
） 

  

自覚症状   

γ － Ｇ  Ｔ  Ｐ（ＩＵ／
ｌ ） 

  

血中脂質検査 

ＬDLコレステロール（ｍｇ／ｄ
ｌ ） 

  

HDLコレステロール（ｍｇ／ｄ
ｌ ） 

  

他覚症状   

トリグリセライド（ｍｇ／ｄｌ）   

血      糖     検      査（ｍｇ／ｄｌ）   

尿  検  
査 

糖 ─ ┼ ┼┼ ┼┼┼ 

身   長（ｃｍ）   蛋      白 ─ ┼ ┼┼ ┼┼┼ 

体   重（ｋｇ）   
心       電       図       検       査   

Ｂ   Ｍ   Ｉ   

腹   囲（ｃｍ）   
そ    の    他    の    法   定    検    査   

視  力 
右 （      ） 

左 （      ） そ    の    他    の    検    査   

聴  力 

右1000Ｈ
ｚ 

１所見なし  ２所見
あり 

医       師       の       診       断   

    4000Ｈ
ｚ 

１所見なし  ２所見
あり 

健 康 診 断 を 実 施 し た 医 師 の 氏 名    印   

左1000Ｈ
ｚ 

１所見なし  ２所見
あり 

医    師     の    意    見   
    4000Ｈ

ｚ 
１所見なし  ２所見

あり 

胸部エックス線検査 直接    間接 意  見  を  述  べ  た  医  師  の  氏  名    印   

  
撮影   年   月   

日 
歯  科  医  師  に  よ  る  健  康  診  断   

フ イ ル ム 番 号 Ｎｏ． 歯科医師による健康診断を実施した歯科医師の氏名 印   

備 考   
歯  科  医  師  の  意  見   

意 見 を 述 べ た 歯 科 医 師 の 氏 名    印   備考 

ここに食事摂取後に
血中脂質や血糖検査
を実施した場合、経
過時間等を記入する。 

健康診断個人票(雇入時) 



定期健康診断１ 

• 対象者：常時使用する労働者 

• 目 的： 

 （１）労働者の健康状態､特に作業起因性の健康状態の把握 
  

 （２）作業関連疾患の有無等の把握 
 

  （３）生活習慣等の疾病を早期発見と早期治療を行う。 
 

  （４）労働者各人の健康状態を早期に把握し､その結果 

   を踏まえた保健指導を行うことにより生活習慣病な 

   どの発症や進行の予防  



定期健康診断２ 

• 健診項目：則第４４条に定める項目 
      

• 実施時期：１年以内毎に１回､定期に* 

     （*定期にとは、毎年一定の時期に､という意味であってその時 

      期については、各事業場毎に適宜決めさせること。） 

     （昭和23.1.16 基発83号､ 昭和33.2.13 基発第90号通達） 
 

• 省略可能な項目：医師の判断により可能 

       
 

• 費用負担：法第66条の規定に定めるものについては、全額会社負担 

      （昭和47年9月18日 基発第602号通達） 
 

• 報  告：常時５０人以上の労働者を使用する事業場については、 

      所轄の労働基準監督署長あてに「定期健康診断結果報告書」 

      の提出が必要。 



定期健康診断３ 
定期健康診断の項目 
 

①既往歴及び業務歴の調査（喫煙歴及び服薬歴*1） 

②自覚症状及び他覚症状の有無の検査 

③身長､体重､腹囲､視力､聴力(千ヘルツ、四千ヘルツ）*4 

④胸部エックス線検査  喀痰検査*3 

⑤血圧 

⑥貧血検査（血色素量、赤血球数） 

⑦肝機能検査（GOT、GPT、γｰGTP) 

⑧血中脂質検査（血清ﾄﾘｸﾞﾘｾﾗｲﾄﾞ､HDLｺﾚｽﾃﾛｰﾙ､LDLｺﾚｽﾃﾛｰﾙ） 

⑨血糖検査*2(ｸﾞﾙｺｰｽの量の検査) 

⑩尿検査（蛋白､糖） 

⑪心電図検査 



定期健康診断４（注意点） 
*１ 喫煙歴及び服薬歴については、問診等で聴取を徹底する旨通知 

 （H20.1.17 基発0117001号､保発第0117003号）ただし、労働安全衛生 

  規則で義務付けられているものではない。 

*２ 血糖検査については､ﾍﾓｸﾞﾛﾋﾞﾝA１ｃの検査によることも差し支えない。 

  （H10.12.15 基発第697号） 

*３ 従来の省略基準に加え胸部エックス線検査を省略された方は､趣旨、 

  目的も踏まえ喀痰検査も省略されることになります。 

  （H22.1.25 基発0125第1号） 

*4 前回の健康診断で聴力検査を受診した者､４５歳未満の者(３５歳及び 

 ４０歳を除く)は医師が適当と認める聴力の検査に代えることができる。
（平成10.6.24 基発第396号通達に音叉（おんさ）による検査等があること。） 
 

（＊１の補足） 

 喫煙歴及び服薬歴については「高齢者医療確保法」に基づく「特定健康診査」の範囲です。 

 聴取をした場合には、個人票の「既往歴」の項目に記載して下さい。 

 

  

  



定期健康診断５ 
• 医師の判断により省略が可能な項目 

 
項目 医師が必要でないと認める時に左記の健康診断を省略出来る者 

身 長 ２０歳以上の者 

腹 囲 １．40歳未満（35歳を除く）  
２．妊娠中の女性その他の者であって、その腹囲が内臓脂肪の蓄積を反映していないと診 
  断された者  
３．BMIが20未満である者  
４．BMIが22未満であって、自ら腹囲を測定し、その値を申告した者 

胸部エック
ス線検査 

40歳未満のうち、次のいずれにも該当しないもの。 
１．5歳毎の節目年齢（20歳、25歳、30歳、35歳）の者 
２．感染症法で、結核に係る定期の健康診断の対象とされている施設
等で働いている者 
３．じん肺法で3年に1回のじん肺健康診断の対象とされている者 

喀痰検査 １．胸部エックス線検査を省略された者 
２．胸部エックス線検査によって病変の発見されない者又は胸部エッ
クス線検査によって結核発病のおそれがないと診断された者 

貧血検査、肝機
能検査、血中脂
質検査、血糖検
査、心電図検査 

35歳未満の者及び36～39歳の者 



定期健康診断６(注意点) 

• 健診機関のパンフレット等で健診費用について例えば 

 Aコース､Bコース等で区別しているものが多い。 

  定期健康診断検査項目は､医師が年齢や性別､仕事内容､ 

 前回の検査結果等で省略できるものであるので､ 

  結果として４０歳未満の労働者でも医師の判断により 

 例えば血中脂質検査が必要な場合もあります。 

  個人により検査項目も費用も変わるのが原則。 

  １つの目安としてコース別に料金を示すのは良いが 

 パンフレット等に個人により料金が変化することがあ 

 る旨を表示頂けるとベター。 



特定業務従事者の健康診断１ 

• 対 象 者：則第13条第1項第2号に掲げる業務       

     （例えば深夜業や騒音を発する場所）に従事する労働者 
 

• 実施時期：業務に配置替え､その後６月以内毎に１回 
 

• 健診項目：定期健康診断の項目 
  (胸部エックス線検査及び喀痰検査については､年１回で可) 

 

• 医師の判断による省略可能項目 

 定期健康診断の基準に加え、さらに前回の健康診断で下記①から⑤ 

 を受診した方 

 ①貧血検査 ②肝機能検査 ③血中脂質検査 ④血糖検査    

 ⑤心電図検査  



特定業務従事者の健康診断２ 

• 聴力検査について 

   前回の健康診断で聴力検査を受診した者､４５歳未満 

  の者(３５歳及び４０歳を除く)は医師が適当と認める 

  聴力の検査に代えることができる。 
   

  ＊平成10.6.24 基発第396号通達に音叉（おんさ）による検査等 

  があること。   

 



海外派遣労働者の健康診断 
• 対 象 者：①6月以上派遣しようとするとき 
       ②6月以上派遣し帰国後(一時帰国除く) 

 

• 実施時期：①あらかじめ 
       ②日本での業務に就かせる前 

 

• 検査項目：定期健康診断及び厚生労働大臣が定める項 

       目(*1)のうち医師が必要と認める検査項目 
     
 (*1)平成元年6.30 労働省告示第47号 
 派遣前：①腹部画像検査、②血液中の尿酸の量の検査、 
     ③B型肝炎ウィルス抗体検査、④ABO式及びRh式の血液 
     型検査 
 帰国後：上記①から③と④糞便塗抹検査 



給食従事者の検便 

• 対 象 者：事業に附属する食堂又は炊事場における給食 

     の業務に従事する労働者 

 

• 実施時期：雇入れ､配置替えの際 

 

• 検査項目：検便 

   

  昭和23.1.16 基発第83号､ 昭和33.2.13 基発第90号 

  検便による健康診断とは､伝染病保菌者発見のための細菌  

  学的検査をいう。 



その他 



その他 

（よく質問を受ける項目等） 
• 定期健康診断結果報告書の「医師の指示人数」とは？ 
 

• 定期健康診断を受診しない労働者がいる。どうすれば良い
ですか？ 
 

• 定期健康診断の費用は、全額会社負担？労働者負担？ 
 

• 定期健康診断受診時の賃金支払いの必要？ 
 

• 再検査、精密検査を受診するように指示されたが？ 
 

• 職場の上司等から、社員の病状について問合せがあったが
回答して良いか？   



定期健康診断結果報告書の「医師の指示人数」とは？ 

•  平成３年６月26日付 事務連絡､「健康診断結果報告書の記載内容
について」で示されています。 

  

•  また､報告書の裏面に､医師が､要医療､要精密検査の指示の他､生活
指導､保健指導等を内容とする指示を行った者の人数を記入すること。 
と記載があります。 
 

•  なお､各検査項目における所見の有無が確定せず、医師が再検査を
指示する場合は､「医師の指示人数」には含まれないこと。 

  「再検査」は､まだ「異常の確定」ではなく､「検査の制度上､誤差や 

 正確性が損なわれている状況と考えられるために再度検査を要する」 

 と考えるため､医師の指示人数には含めない。 



定期健康診断を受診しない労働者がいる。どうすれば良いです
か？ 

①まず､受診をしない理由を尋ねる。 

• 仕事が忙しいから：本人の所属部署のリーダーと調整を行う。 
 

• 定期的に病院を受診：会社の指定する健診機関で受診を希望しない
場合は､本人の希望する医師等で受診をしても構わない旨説得し､そ
の結果を会社あてに提出できることを説明する。 

 (法第66条第５項、則第50条) 

 

②上記でも受診､提出しない場合 

• 労働安全衛生法という法律で労働者にも受診義務があることを説明。
(法第66条第５項) 

 （労働者には罰則規定がない） 
 

• 就業規則等で受診しない場合の懲戒処分を説明 

 （もちろん事前に就業規則に盛り込む必要あり） 

 



定期健康診断を受診しない労働者がいる。どうすれば良い
ですか？ 

③それでも受診をしない場合、 
 

•  会社として受診させる努力をしていることを記録（書面）として
残す。 

 （いつ、どういう形（口頭、文書等）で督促して本人はどう対応し 

 た等少なくとも複数回） 
  

•  会社の就業規則の懲戒処分（例えば、一定期間就業することを禁

止する､配置転換をする等）を適用する。  



定期健康診断の費用は､全額会社負担？労働者負担？ 
 

•  法律､政令､省令には明確な記載がありませんが事業者に健診の義
務を課している以上､当然に事業者負担が原則（昭和47.9.18 基発
第602号） 

 

•  人間ドック等､労働安全衛生規則に定めていない項目を実施する
場合の費用については､労使双方の話し合いで決めてください。 

 

•  受診旅費(交通費)については､労使双方の話し合いで決めて下さ
い。 

 (受診率を上げるためには､負担するのが良い。) 

  



定期健康診断受診時の賃金支払いの必要？ 

•  一般健康診断は､一般的な健康の確保をはかることを目的として
事業者に実施を課したものであり、業務遂行との関連において行わ
れるものではないのでその受診に要した時間については、事業者の
負担にするべきではなく､労使で話し合って決めるべきもの。 

 （昭和47.9.18 基発第602号） 

 

•  受診率を上げることやできるだけ効率的に実施しようと思えば､
勤務時間中に行い､賃金を事業者の負担にするのが望ましい。 



再検査､精密検査を受診するように指示されたが？ 

•  事業者にその実施が義務付けられてはいない。 

 （鉛､特定化学物質､有機溶剤､石綿等に基づく特殊健康診断につい 

  ては義務付けられているので注意） 
 

•  事業者は再検査､精密検査の受診を勧奨する必要はあります。さ
らに意見を聴く医師等に当該検査結果を提出するように働きかける。 
 

•  再検査に関しての費用負担は､一般健康診断の項目として規定さ
れている項目について健康診断の範囲内として事業者が負担するの
が望ましい。 

 （但し､ファローアップを定期的に要する場合は､一般的には健康診 

  断の範囲外） 
 

•  精密検査についての費用負担は､健康診断の範囲外と考えられる。 



職場の上司から、社員の病状について問合せがあったが回
答して良いか？  

•  職場の上司等から、社員の病状に関する問合せがあったり、休職
中の社員の職場復帰の見込みに関する問合せがあった場合、患者の
同意を得ずに患者の病状や回復の見込み等を回答していけません。 

 

（医療･介護関係事業者における個人情報の適切な取扱いのためのガ
イドライン） 

 平成16年12月24日（平成18年4月21日改正、平成22年9月17日改正）より 



最後に 

 

 

 

ご清聴ありがとうございました。 

 

   

 

  大阪労働局労働基準部健康課 


